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１【提出理由】

　当社は、平成28年５月16日開催の取締役会において、平成28年７月１日付で、当社を分割会社（「RIZAPグループ株式

会社」に商号変更）とし、新たに設立する健康コーポレーション株式会社を新設会社とする分社型新設（管理部門を除

く全ての事業を同社に承継、物的分割）を決定いたしましたので、金融商品取引法第24条の５第４項並びに企業内容等

の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の２の規定に基づき、臨時報告書を提出するものであります。

２【報告内容】

（1）新設分割の目的

当社は、「自己投資産業でグローバルNo.1ブランドとなる。」との経営目標を中期経営計画『COMMIT 2020』で掲

げ、全ての人が、より“健康”に、より“輝く”人生を送るための「自己投資産業」を事業ドメインとして、世界中

に高付加価値の商品・サービスを提供し続けることを使命として事業を推進してまいりました。

上記方針のもと、当社グループは圧倒的な成長速度で会員数５万名を突破した『RIZAP』や、『どろあわわ』など

ヒット商品を多数有する美容・健康食品の通販事業に加えて、『RIZAP GOLF』などRIZAPブランドでの新規事業を展開

しております。また、M&Aによりアパレル関連事業、住関連ライフスタイル事業及びエンターテイメント事業を展開し

ております。さらに個別戦略として、『医療分野への進出』、『海外への本格進出』、『成長基盤の一層の強化』を

掲げており、これに即したアクションを推進しております。

さらに「海外事業展開の加速化と国際財務報告基準（IFRS）の任意適用を行い、日本型のRIZAPサービスの現地化を

さらに推進していく予定であり、また、日本・現地問わず、有力なパートナー会社との関係も強化し、展開のスピー

ドを加速させる方針でおります。RIZAP以外でも、当社の『どろあわわ』をはじめとした通販商品についてのアリババ

株式会社との提携による越境EC販売、当社子会社である株式会社エンジェリーべによる越境EC販売の取組みの開始な

ど、グループ全体で海外事業の加速化に取組んでおります。

こうした中、『COMMIT 2020』で掲げた連結売上高3,000億円、営業利益350億円の目標達成を確実に実現していくた

めには、持株会社体制に移行し、グループ全体戦略の構築と実行、グループシナジーの最大限発揮、グループ全体の

最適なリソース配分、M&A を含む機動的な事業再編、コーポレート・ガバナンスの強化を図っていくことが必要と判

断いたしました。

今般の持株会社体制への移行により、グループ管理体制を更に強化し、今後のグローバル展開において更なる信用

を高めていくために、他市場への上場についても将来的に目指し、個人及び機関投資家を含めたより多くの投資家層

の拡大につながるよう取り組んでまいります。

 
（2）新設分割の方法、新設分割会社となる会社に割り当てられる新設分割設立会社となる会社の株式

の数その他財産の内容

①新設分割の方法

当社を分割会社（「RIZAPグループ株式会社」に商号変更）とし、新たに設立する健康コーポレーション株式会社

を承継会社とする分社型新設分割です。

②新設分割会社となる会社に割り当てられる新設分割設立会社となる会社の株式の数その他の財産の内容

新設分割設立会社は、新設分割に際して普通株式200株を発行し、新設分割により承継する権利義務に代えて、そ

のすべてを当社に割当交付いたします。

③その他の新設分割計画の内容

当社が平成28年５月16日の取締役会で承認した新設分割計画の内容は後記のとおりであります。

　

（3）新設分割に係る割当の内容の算定根拠

新設分割設立会社が発行する株式の数については、新設分割が単独新設分割であることから、割り当てられる株式

数によって当社と新設分割設立会社との間の実質的な権利関係に差異が生じることはなく、これを任意に定めること

ができると認められるところ、新設分割設立会社の資本金の額を考慮した結果、新設分割に際して、新設分割設立会

社が株式200株を発行し、新設分割により当社から承継する権利義務に代えて、当該発行株式のすべてを、当社に割り

当て交付することが相当であると判断しました。

 
（4）新設分割設立会社となる会社の商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金、純資産の額、総資

産の額及び事業の内容

商号 健康コーポレーション株式会社

本店の所在地 東京都新宿区北新宿二丁目21番１号
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代表者の氏名 代表取締役社長　瀬戸　健

資本金 10,000千円

純資産の額 450,947千円（予定）

総資産の額 450,947千円（予定）

事業の内容 化粧品・美容機器販売事業、健康食品販売事業
 

＜注＞新設分割設立会社についての記載内容は、本報告書提出日時点における予定です。

 
（以下、分割計画書の写し）

　

新設分割計画書（写）

　

　当社（RIZAPグループ株式会社に商号変更予定。以下「分割会社」という。）は、分割会社の営む管理部門を除

く全ての事業（以下「本件事業」という。）に関して有する権利義務を新たに設立する株式会社（以下「新設会

社」という。）に承継させる新設分割（以下「本件分割」という。）を行うにあたり、次のとおり新設分割計画を

作成する。

　

１．新設会社の目的、商号、本店の所在地及び発行可能株式総数

（1）別紙「新設会社の定款」記載のとおりとする。

（2）新設会社の本店の所在場所は、東京都新宿区北新宿二丁目21番１号とする。

２．その他新設会社の定款に定める事項

別紙「新設会社の定款」記載のとおりとする。

３．新設会社の設立時取締役の氏名及び設立時監査役の氏名

（1）設立時取締役　瀬戸健、加藤健生、香西哲雄

（2）設立時監査役　大谷章二

４．新設会社が本件分割により分割会社から承継する権利義務に関する事項

（1）新設会社が本件分割により分割会社から承継する資産、負債、契約その他の権利義務（以下「本件承継権

利義務」という。）は、新設会社の成立の日（以下「新設会社成立日」という。）において本件事業に属する①

棚卸資産及び②契約（雇用契約を除く。）における契約上の地位とする。ただし、棚卸資産の評価については、

平成28年３月31日現在の貸借対照表その他同日現在の計算を基礎とし、これに新設会社成立日前日までの増減を

加除した上で確定する。

（2）新設会社は、本件分割により、分割会社から、負債その他の債務を承継しない。

５．新設会社が本件分割に際して発行する株式の数並びに新設会社の資本金及び資本準備金の額に関する事項

（1）新設会社が本件分割に際して発行する株式の数　200株

（2）設立時資本金の額　金10百万円

（3）設立時資本準備金の額　金0円

６．分割期日

本件分割において新設会社を設立すべき日は、平成28年７月１日とする。ただし、手続きの進行に応じて

必要あるときは、取締役会の承認を得てこれを変更することができる。

７．分割会社の競業避止義務

分割会社は、新設会社に対し、本件事業に関して競業避止義務を負わない。

８．条件の変更

分割会社は、本新設分割計画作成後、新設会社成立日に至るまでの間において、不可効力その他の事由に

より、分割会社の財政状態もしくは経営状態に著しい変動を生じたときは、本新設分割計画を変更しまた

は本件分割を中止することができる。

９．規定外事項

本計画書に定めるもののほか、本件分割に関し必要な事項は、本件分割の趣旨に従って、分割会社がこれ

を決定するものとする。

 
以上

平成28年５月16日
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東京都新宿区北新宿二丁目21番１号   
健康コーポレーション株式会社   
代表取締役社長　瀬戸　健 ㊞  

 

 
別紙　新設会社の定款

　

健康コーポレーション株式会社　定款

　

第１章　　総　則

　

（商号）

第１条

当会社は、健康コーポレーション株式会社と称し、英文ではKenkou Corporation, Inc.と表示する。

　

（目的）

第２条

当会社は、次の事業を営むことを目的とする。

（１）健康食品の製造、輸入、販売及びその仲介

（２）化粧品の研究開発、製造、輸入、販売及びその仲介

（３）食料品の製造及び販売

（４）ハーブ・ビタミン・ミネラル類の補助食品の研究開発、製造、輸入、販売及びその仲介

（５）茶類、清涼飲料水等の飲料品及び酒類の製造及び販売

（６）医療、健康及び美容に関する文化教室等の運営及び通信教育

（７）医薬品、医薬部外品及び衛生用品の企画、研究開発、臨床協力、管理、製造、輸出入、販売及びその仲介

（８）医療器具、用具の企画、研究開発、臨床協力、管理、製造、輸入、販売及びその仲介

（９）薬局の経営

（10）インターネットを利用したショッピングモールその他新規ビジネスの企画・運営管理及び情報検索代行サービ

ス、コンピュータネットワークを利用した物品販売、マーケティング並びに代金決済システムの企画開発、販売

及び保守

（11）インターネットサイト及びそのコンテンツに関する企画、デザイン、開発、制作、管理及び運営並びにこれらの

受託

（12）知的財産権の企画、取得、販売、貸与、使用許諾並びに仲介

（13）前各号に付随関連する一切の事業

　

２．当会社は、前項各号の事業及び前項各号に付帯又は関連する一切の事業を営むことができる。

　

（本店の所在地）

第３条

当会社は、本店を東京都新宿区に置く。

　

（公告方法）

第４条

当会社の公告は、官報に掲載してする。

　

（機関）

第５条

当会社は、株主総会及び取締役のほか、次の機関を置く。

（１）取締役会
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（２）監査役

　

第２章　　株　式

　

（発行可能株式総数）

第６条

当会社の発行可能株式の総数は、800株とする。

　

（株券の不発行）

第７条

当会社は、株式に係る株券を発行しない。

　

（株式の譲渡制限）

第８条

当会社の株式を譲渡するには、取締役会の承認を受けなければならない。

２．ただし、当会社の株主が当該株式を譲渡により取得した場合には、会社法第１３６条又は第１３７条第１項の承認

をしたものとみなす。

　

（相続人等に対する売渡しの請求）

第９条

当会社は、相続その他の一般承継により当会社の株式を取得した者に対し、当該株式を当会社に売り渡すことを請求す

ることができる。

　

（株主名簿記載事項の記載の請求）

第10条

当会社の株式取得者が株主名簿記載事項を株主名簿に記載又は記録することを請求するには、株式取得者とその取得し

た株式の株主として株主名簿に記載され、若しくは記録された者又はその相続人その他の一般承継人が当会社所定の書

式による請求書に署名又は記名押印し、共同して請求しなければならない。

２．前項の規定にかかわらず、利害関係人の利益を害するおそれがないものとして法務省令に定める場合には、株式取

得者が単独で株主名簿記載事項を株主名簿に記載又は記録することを請求することができる。

　

（質権の登録及び信託財産の表示）

第11条

当会社の株式につき質権の登録又は当事者が信託財産の表示を請求するには、当会社所定の書式による請求書に当事者

が署名又は記名押印して提出しなければならない。その登録又は表示の抹消についても同様とする。

　

（手数料）

第12条

前二条に定める請求をする場合には、当会社所定の手数料を支払わなければならない。

　

（株主の住所等の届出等）

第13条

当会社の株主、登録株式質権者又はその法定代理人若しくは代表者は、当会社所定の書式により、その氏名又は名称及

び住所並びに印鑑を当会社に届け出なければならない。届出事項等に変更を生じた場合も、同様とする。

２．当会社に提出する書類には、前項により届け出た印鑑を用いなければならない。

　

（基準日）

第14条
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当会社は、毎年３月３１日の最終の株主名簿に記載又は記録された議決権を有する株主をもって、その事業年度に関す

る定時株主総会において権利を行使することができる株主とする。

２．前項にかかわらず、必要がある場合は、取締役会の決議により、あらかじめ公告して、一定の日の最終の株主名簿

に記載又は記録された株主又は登録株式質権者をもって、その権利を行使することができる株主又は登録株式質権

者とすることができる。

　

第３章　　株主総会

　

（招集）

第15条

定時株主総会は毎事業年度終了後３か月以内に招集し、臨時株主総会は、必要がある場合にこれを招集する。

　

（招集手続）

第16条

株主総会を招集するには、会日より１週間前までに、議決権を行使することができる株主に対して招集通知を発するも

のとする。

２．株主総会は、その総会において議決権を行使することができる株主全員の同意があるときは、招集手続を経ずに開

催することができる。

　

（招集権者及び議長）

第17条

株主総会は、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役会の決議により、取締役社長がこれを招集する。取締役社長

に事故があるときは、あらかじめ取締役会において定めた順序により、他の取締役がこれを招集する。

２．株主総会においては、取締役社長が議長となる。取締役社長に事故があるときは、あらかじめ取締役会において定

めた順序により、他の取締役が議長となる。

　

（決議の方法）

第18条

株主総会の決議は、法令又は定款に別段の定めがある場合を除き、出席した議決権を行使することができる株主の議決

権の過半数をもってこれを行う。

２．会社法第309条第２項の定めによる決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の３分の２以上をもってこれを行う。

　

（株主総会の決議等の省略）

第19条

取締役又は株主が株主総会の目的である事項について提案をした場合において、当該提案につき株主（当該事項につい

て議決権を行使することができるものに限る。）の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当

該提案を可決する旨の株主総会の決議があったものとみなす。

２．取締役が株主の全員に対して株主総会に報告すべき事項を通知した場合において、当該事項を株主総会に報告する

ことを要しないことにつき株主の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該事項の株主

総会への報告があったものとみなす。

　

（議決権の代理行使）

第20条

株主は、当会社の議決権を有する他の株主１名を代理人として、議決権を行使することができる。

２．前項の場合には、株主又は代理人は代理権を証明する書面を、株主総会ごとに当会社に提出しなければならない。

　

（株主総会の議事録）
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第21条

株主総会の議事については、法務省令で定めるところにより、議事録を作成する。

２．株主総会の議事録は、株主総会の日から１０年間本店に備え置く。

　

第４章　　取締役及び取締役会

　

（取締役の員数）

第22条

当会社の取締役は、３名以上とする。

　

（取締役の選任）

第23条

取締役は、株主総会において選任する。

２．取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議

決権の過半数をもってこれを行う。

３．取締役の選任決議は、累積投票によらない。

　

（取締役の任期）

第24条

取締役の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとする。

２．任期満了前に退任した取締役の補欠として、又は増員により選任された取締役の任期は、前任者又は他の在任取締

役の任期の残存期間と同一とする。

　

（代表取締役及び役付取締役）

第25条

当会社は、取締役会の決議により、代表取締役を選定する。

２．代表取締役は会社を代表し、取締役会の決議に基づき、会社の業務を執行する。

３．取締役会は、その決議により、取締役社長１名を選定し、また必要に応じ、取締役会長、取締役副社長、専務取締

役、常務取締役、取締役相談役を選定することができる。

　

（取締役会の招集権者及び議長）

第26条

取締役会は、法令に別段の定めがある場合を除き取締役社長がこれを招集し、議長となる。取締役社長に事故があると

きは、あらかじめ取締役会において定めた順序により、他の取締役がこれを招集し、議長となる。

　

（取締役会の招集通知）

第27条

取締役会の招集通知は、各取締役及び各監査役に対し、会日の３日前までに発する。ただし、緊急の場合には、この期

間を短縮することができる。

２．取締役及び監査役の全員の同意があるときは、招集の手続きを経ないで取締役会を開催することができる。

　

（取締役会の決議の方法）

第28条

取締役会の決議は、議決に加わることのできる取締役の過半数が出席し、出席した取締役の過半数をもってこれを行

う。

　

（取締役会決議の省略）

第29条
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当会社は、会社法第370条の要件を充たしたときは、取締役会の決議があったものとみなす。

 
（取締役会規則）

第30条

取締役会に関する事項は、法令又は定款に定めるもののほか、取締役会において定める取締役会規則による。

 
（取締役の報酬）

第31条

取締役の報酬は、株主総会の決議をもってこれを定める。

 
（取締役の責任免除）

第32条

当会社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議によって、会社法第423条第１項の行為に関する取締役

（取締役であった者を含む。）の責任について、その取締役が職務を行うにつき、善意でかつ重大な過失がない場合に

は、法令の限度内でこれを免除することができる。

２．当会社は、会社法第427条第１項の規定により、取締役（業務執行取締役等である者を除く。）との間に、会社法第

423条第１項の行為による賠償責任を限定する契約を締結することができる。ただし、当該契約に基づく賠償責任の

限度額は、法令に定める金額の合計額とする。

 
第５章　　監査役

 
（監査役の員数）

第33条

当会社の監査役は、３名以内とする。

 
（監査役の監査）

第34条

監査役は、取締役の職務の執行を監査する。

 
（監査役の選任）

第35条

監査役は、株主総会において選任する。

２．監査役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議

決権の過半数をもってこれを行う。

 
（監査役の任期）

第36条

監査役の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとする。

２．補欠として選任された監査役の任期は、退任した監査役の任期の満了する時までとする。

 
（監査役の報酬）

第37条

監査役の報酬は、株主総会の決議をもってこれを定める。

 
（監査役の責任免除）

第38条
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当会社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議によって、会社法第423条第１項の行為に関する監査役

（監査役であった者を含む。）の責任について、その監査役が職務を行うにつき、善意でかつ重大な過失がない場合に

は、法令の限度内でこれを免除することができる。

２．当会社は、会社法第427条第１項の規定により、監査役との間に、会社法第423条第１項の行為による賠償責任を限

定する契約を締結することができる。ただし、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令に定める金額の合計額

とする。

 
第６章　　計　算

 
（事業年度）

第39条

当会社の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月31日までの１年とする。

 
（期末配当金及び中間配当金）

第40条

当会社は株主総会の決議によって、毎年３月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対

し、金銭による剰余金の配当（以下「期末配当金」という。）を行う。

２．当会社は、取締役会の決議により毎年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に

対し、中間配当（会社法第454条第５項の規定による剰余金の配当をいう。）を行うことができる。

 
（利益配当金及び中間配当金の除斥期間）

第41条

期末配当金及び中間配当金が、支払開始の日から満３年を経過してもなお受領されないときは、当会社はその支払の義

務を免れる。

２．未払の期末配当金及び中間配当金には利息をつけない。

 
附則

第１条

当会社の最初の事業年度は、設立の日から平成29年３月31日までとする。

第２条

当会社の設立時代表取締役は、次のとおりとする。

　　設立時代表取締役　瀬戸健

第３条

本附則は、当会社の最初の事業年度に関する定時株主総会の終結の時をもって削除する。
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